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An Analysis of Types of Universities and Effect of Dropout Prevention Programs 












表義務化を提言したが、読売新聞社はそれ以前の 2008 年から 2018 年まで毎年、全国調査
を行い、中退率を含む結果を新聞に掲載し、『大学の実力』を出版してきた。本論文では
2008 年と 2018 年のデータを用いて 10 年間の中退率の変化をもとに、大学を「順調」「悪化」






































　図 1に示したように、日本の大学進学率は 1980 年代から 2010 年ごろまで着実に上昇し






























　『大学の実力』では中退率を「調査年度卒業生数をその 4 年ないし 6 年前の入学者数で
除した値」としている。卒業しなかった学生には中退者以外に留年、休学、転学した学生
なども含まれるから、この数値は厳密な意味の中退率ではない。4 年制大学は、最短学修




































































（その 3）：フリーソフト R を用いて」は SSM（社会階層と社会移動全国調査：日本の社会




























　「入学後 1 年間の退学率」（以後、1 年中退率）を被説明変数とし、国立、公立、私立大
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　文部科学省学校基本調査（2018）では、私立大学生は 2008 年度大学学部生 2,520,953 人
中 2,080,346 人（82％）、2018 年度では 2,588,684 人中 2,144,670 人（83％）を占める。本稿
では日本の大学教育の中核を形成している私立大学について『大学の実力』の 2008 年と



















たサンプル数は表 1のとおりである。全体で見ると掲載大学のカバー率は 2008 年の 58％
から 2018 年の 79％に上昇している。
5.2　国公私立大学の特徴の比較
　サンプルデータから 2008 年と 2018 年の両方の中退率が得られた大学を「共通サンプル」
として分析対象とした。調査期間中に 3 つの私立大学が公立大学になったが、それらは便
宜上、私立大学に含めた。共通サンプル数は国立大学 70、公立大学 49、私立大学 277 で
ある（表 2）。国公私立大学の中退値の平均値の 10 年間の変動を見ると、国立大学は 3.6％
表 1　データの概要




から 2.9％、公立大学は 4.1％から 3.9％と改善しているが、私立大学は 9.3％から 9.7％へ
と悪化している。
5.3　2008年と2018年の中退率の変化








　共通サンプルについて、2008 年と 2018 年の中退率の関係を調べた。図 3は 2008 年の中
退率と 2018 年の中退率の散布図である。相関係数は 0.74 で強い相関がある。2008 年に中
退率が高い大学は 10 年後も高くなり、低い大学は低くなる傾向がある。ただし、この傾
向から外れている大学もある。
　表 2で、中退率の相関係数は国公私立全体では 0.80 で強い相関がある。2008 年に中退
率が高いと 2018 年も高く、2008 年に低いと 2018 年も低い可能性が大きい。大学種別で見
ると、私立大学 0.74、国立大学 0.62、公立大学 0.43 である。私立大学では強い相関がある








サンプル数：国立大学 80、公立大学 79、私立大学 460、合計 619






　2008 年と 2018 年の中退率データを用いて、共通サンプル 277 校を 4 つのグループに分
けた。グループ分けに際しては「基準として適切な中退率」というものが存在しないため、
まず、2008 年の中退率の平均（9.3％）でサンプルを低中退率グループ（x ＜ 9.3）と高中
退率グループ（9.3 ≦ x）に分けた。次に 2 つのグループをそれぞれ 2018 年の中退率の平
均（9.7％）を基準に 2 つに分け、最終的に 4 グループに分けた。各グループをそれぞれ「順調」





注：「順調」と「悪化」グループの 2008 年中退率の平均値は 5.4% であり、2018 年中退率
平均値はそれぞれ 5.1% と 12.7% である。「改善」と「低迷」の 2008 年中退率の平均値は
14.2%、2018 年中退率の平均値はそれぞれ 7.4%、15.1% である。大学の数は「順調」が





　私立大学全体の中退率は 2008 年が 9.3％、2018 年が 9.7％で、10 年間でやや悪化している。
共通サンプル全体の２つの中退率には強い相関関係があるから、2008 年に中退率が高いグ
ループに属する大学は 2018 年にも高いグループに、2008 年に中退率が低いグループに属







　この 4 グループの特徴について、「1 年中退率」と「4 年中退率」の関係を見てみる。と




　2008 年データについて、共通サンプル全体の 1 年中退率と 4 年中退率の相関係数は 0.59
（表 4c）であって、正の相関がある。2018 年の中退率との相関係数は 0.50（表 4d）で、こ
ちらも正の相関がある。1 年中退率の高い大学は同じ年の 4 年中退率も 10 年後の 4 年中退
率も高く、低い大学は低い傾向がある。
　次にグループごとについて 1 年中退率と 4 年中退率の相関係数（表 4）を見ると、2008
年データでは「順調」、「悪化」、「低迷」は 0.3 台で弱い正の相関があるが、「改善」のみ 0.15
でほとんど相関がない。グループごとの相関は全体の相関に比べて低い。この傾向は 2018
年のグループごとの 4 年中退率との相関係数では、よりはっきりと現れている。全体では
0.50 で正の相関がある。グループごとでは、「順調」は 0.46 で正の相関があるが、「低迷」
表 4　グループごとの 1年中退率と 4年中退率の相関関係
出典：『大学の実力』（2009 と 2019）のデータから筆者算出。
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が 0.10、「悪化」が – 0.03 でほとんど相関がない。他方、「改善」は – 0.34 で弱い負の相関
がある。
　つまり 2008 年 1 年中退率と 2008 年及び 2018 年 4 年中退率の関係に関して、4 つのグ
ループで状況が異なっている。「悪化」と「低迷」グループは 2008 年 1 年中退率と同 4 年
中退率の間に 0.3 を超える相関があったが、2018 年にはその相関はほとんど消滅している。
「順調」グループは 2008 年の 0.35 から 2018 年の 0.46 に増加し、相関の強さが増している。
このことは「順調」グループでは教育の質が維持ないし改善されたと言えるのではないだ
ろうか。
　「改善」グループは 2008 年には相関がもっとも小さく、2018 年になると他のグループと
異なり負の相関を示している。負の相関なので「低 – 高」「高 – 低」という 2 パタンがあるが、
中退率の平均が 2008 年の 12.4％から 2018 年の 7.4％へと改善されているので全体の傾向
として「高 – 低」という変化が生じたのだろう。「改善」グループの大学では始めは中退
率が悪かったがその傾向は続かず、10 年間で改善の方向に向かった。「改善」グループの
大学では 1 年次を含む 4 年間の学生に対する教育指導の仕組みが中退防止に効果をもたら
していると思われる。














はこのようなリスクを承知の上で欠席している。オ・サリバンら（O’Sullivan et al 2015）





















　大学設置基準の改定により、1999 年に FD 実施が努力義務とされ、2007 年に大学院、







































比べて中退率が 2 ～ 3 倍であること、私立大学の学生数が全学生の 8 割ほどを占めており、
日本の高等教育の中核を担っていることから、私立大学を国公立大学と区別して分析する








　中退率で見ると 2008 年から 2018 年までの 10 年間で 8 割強の大学が安定（「順調」と「低
迷」）しており、変化（「悪化」と「改善」）したのは 2 割弱である。8 割の私立大学では、
低い中退率の大学の中退率は 10 年後も低く、高い中退率の大学は 10 年後も高い傾向があ
る。私立大学というグループは、この意味で安定した、比較的変わりにくい組織と考えら
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